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①適正取引推進並びにドライバーの労働環境改善等に向けた広報啓発活動（荷主・消費者向け）
＊２ページ参照

②物流パートナーシップセミナーの開催（事業者・荷主・消費者向け）
＊３ページ参照

③「標準的な運賃」の理解を求める新聞広告掲載（事業者・荷主・消費者向け）
＊４ページ参照

④「標準的な運賃」主要都市間の距離制運賃早見地図の制作（事業者・荷主向け）
＊４ページ参照

⑤「物流の適正取引」に向けたテレビCMの制作・放映（荷主向け）
＊５ページ参照

⑥【トラック運送業界のＤＸを支援】広島県内の中小トラック運送事業者の人手不足対策
に向けた支援事業
（事業者向け） ＊６ページ、７ページ

（その他）

⑦Gメン調査員の活動（事業者・荷主向け）

国土交通省が荷主対策を強化するために創設した「適正化事業調査員」（略称＝Ｇメン調査員）。トラック協会の適正化事業実施機関から選
任し、「トラック・物流Ｇメン」と連携して、違反原因行為を行う荷主・元請についての情報を収集し、物流改善を加速させる

⑧輸送の効率化等に向けた荷主関係団体への協力要請～物流2法の浸透に向けて～（荷主向け）
「広島県地方協議会」では，「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」の改正を受け2025年4月から，荷主と物流事業者の双方
で物流の効率化に取り組むことが努力義務になることから，荷主関係団体に対して，物流の効率化等に関する協力依頼を実施

⑨中継輸送拠点整備に向けた要望活動（事業者向け）

トラックドライバーの働き方改革を進めるため、中国地方整備局は、広島県廿日市市に「中継輸送拠点」の整備を計画。中国トラック協会では
確実な整備推進に向け国に対して要望活動を実施

⑩再配達削減に関する一般消費者向けＰＲ活動（一般消費者向け）

「広島県協議会」では、トラックドライバーの負担軽減に向け、宅配便の再配達削減に向けた理解を得るための一般消費者向けキャンペーン
を広島市内で実施

⑪外国人特定技能制度説明会（事業者向け）
外国人ドライバーの受け入れが可能となったことから、受入に関する制度の説明会を実施

⑫トラック運送業界のイメージアップ体験スクール&とラビズ広島トラック業界ビジネスコンテスト（学生向け）

最近の取組みの概要
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トラック運送業界においては、物流の2024年問題
への対応をはじめ、労働環境の改善等、トラック運
送業界における働き方改革への取り組みについては、
荷主企業、物流事業者、一般消費者等の理解・協力
が不可欠であることから、より一層の周知を図るた
め、中國新聞の全面広告を活用したＰＲ活動を展開

物流の2024年問題への対応の施策の一つとして
実施

①適正取引推進並びにドライバーの
労働環境改善等に向けた広報啓発活動

掲載日：令和５年１０月９日

（広島県トラック協会）

ー２－



②物流パートナーシップセミナーの開催
トラック運送業界の諸課題を改善するため、荷主企業や一般消費者に参加を頂き、国民生活に

不可欠な物流のあり方を考えて頂くセミナーを開催

（広島県トラック協会）

（第１回）

（第２回）

（第３回）
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③「標準的な運賃」の理解を求める新聞広告掲載

④「標準的な運賃」主要都市間の距離制運賃早見地図の制作

事業者・荷主ともに
「標準的な運賃」をイ
メージし易やすくする
ため、中国地方県庁
所在地と全国の主要
都市との間の車種別
運賃額が一目でわか
る早見地図を制作し、
配布

（中国トラック協会）

＊日本経済新聞に
年４回掲載中
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⑤「物流の適正取引」に向けたテレビCMの制作・放映

物流産業を魅力ある職場とし、労働環境の改善を図るためには、荷主とトラック運送事業者の適正取引に向
け たパートナーシップの構築が必要であることから、荷主の理解促進に向け、テレビCMを制作・放映

その他
・民放公式テレビ配信サー

ビス TVer（ティーバー）で
も同テレビ CM を配信
・CMの映像は、YouTube

（チャンネル名：公益社団法
人広島県トラック協会）で公
開
・下の二次元コードからも閲
覧可能

（広島県トラック協会）
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⑥【トラック運送業界のDXを支
援！】広島県内の中小トラック運
送事業者の人手不足対策に向け
た支援事業

県内の中小トラック運送事業者の人手不足
対策を重点的に支援するため、賃上げ原資と
なる適正運賃の確保や物流の効率化など、改
正物流法（流通業務の総合化及び効率化の促
進に関する法律及び貨物自動車運送事業法
の一部を改正する法律）の対応に必要なデジ
タル技術の導入を支援する新たな支援金制度
を創設

（広島県トラック協会）

【令和７年度支援事業】

•運送業専用の勤怠労務管理ツール
•デジタコ、点呼と連動した勤怠労務管理ツール
•残業時間、拘束時間、改善基準告示などの可視化ツール
•「荷待積卸時間」、運行生産性の可視化（荷主交渉や経営改善のKPIを提供）

•配車から請求・支払まで一元管理システム
•運行依頼書、車番連絡、受領書送付明細など日々業務帳票等の作成ツール
•「実運送体制管理簿」の作成システム
•配車画面から空車情報を荷主へ発信システム
•自車別の売上を目標対比で定期進捗管理
•点呼システム
•日報の作成システム など

（導入システムの例）
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実態調査（アンケート）を実施（令和７年度）

広島県および広島県トラック協会では、県内トラック運送事業者に対して、人手不足への対応状況、荷主との交渉状
況、デジタルツール活用の現状と課題などを把握するため、実態調査（アンケート）を実施。

アンケート結果（概要） アンケート対象数：１４７０ 回答数６５０ 回答率４４．２％（集計中）

令和８年度事業に反映

令和７年度支援事業を実施しての課題
・デジタル技術やデータの活用といったDX化に踏み切れない中小事業者が多く見受けられる。
・そういった事業者に対して如何に導入に向けた意識を高め、導入の実現を図るか。

令和８年度支援事業の展開（案）
DXの推進に躊躇っている事業者に対して、プッシュ型で支援を行い、DXの推進のさらなる普

及を目指す
＊プッシュ型：広島県・トラック協会職員＋専門家（中小企業基盤整備機構職員）が、事業所に

出向き、導入に向けたノウハウの説明・導入、導入後のフォローアップなどきめ細やかな対応を
行う。（導入事例の蓄積）
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（デジタルツールの活用に向けた課題）
☆デジタルツールに関する知識が不足している 。何から始めたら良いのかわからない。
☆メリットが分かりにくい。
☆デジタル化に向けた社内の合意形成が困難。
☆現状に満足している。活用のイメージが湧かない。
☆情報セキュリティの確保が難しい。 など

（デジタルツールの活用に向けて、協会等に対して実施を望む支援策）
☆デジタル導入や経営課題の解決に向けたアドバイスの提供。
☆システム導入経費の助成、ハードウエア（タブレット、車載機器など）の導入経費の助成。
☆他社の取組事例の提供。ツール体験会の開催。DXに関するセミナーの開催。 など


